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 米国関連会社の株式取得(完全子会社化)に関するお知らせ 
 

当社は、本日の取締役会において、持分法適用関連会社である米国の医療機器メーカー、インフラレデック

ス, Inc.（以下、「インフラレデックス社」）との間で、インフラレデックス社を存続会社として、当社子会社

である株式会社グッドマンの子会社 Goodman USA, Inc.が合併のために設立した新会社 Nipro Vascular USA 

Corporation との合併を行うことで、インフラレデックス社を Goodman USA, Inc.の完全子会社とすることを

決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

インフラレデックス社は、1999 年に米国マサチューセッツ州で設立され、NIRS（近赤外線分光法）を

用いた血管内リピッドコアプラーク（LCP）検出システムを 2009 年に世界に先駆けて開発した血管内イ

メージングシステム専門の企業です。  

当社は、2012 年 6 月に同社製血管内画像診断システム「TVC イメージングシステム」の日本国内に 

おける独占販売権の取得に関する契約を締結し、また 2013 年 8 月には、提携の一環としてインフラレ

デックス社の第三者割当増資を引き受け、約 20％の出資により同社を関連会社といたしました。「TVC イ

メージングシステム」に関しては、2014 年 8 月に製造販売承認を取得し、今後、同製品の販売展開を進

めるにあたり、安定供給の観点から当社の関与により日本国内での生産を行うべく準備を進めておりま

す。一方、インフラレデックス社は、日本を中心とした市場に適合した更なる製品改良開発を続けると

ともに、「TVC イメージングシステム」の活用により心臓発作リスクの高い血管状態を検出する臨床研究

を進めております。インフラレデックス社はこれまで開発費負担等で毎年多額の赤字を計上して現在債

務超過状態にあり、今後の費用に備えた財務基盤の強化が必要となっておりました。 

「TVC イメージングシステム」は血管内超音波（IVUS）にインフラレデックス社の独自技術である脂質

検知システム（リピスキャン）を組み合わせた世界唯一の製品で、当社はその製品的優位性に着目して

日本市場での販売のため承認取得を進めてきました。血管内超音波（IVUS）に関して世界の中心市場と

位置づけられる日本において（国内市場規模約 180 億円）、本製品を本格的に販売できれば売上および利

益面でも大きな貢献が期待できると考え、当社のバスキュラー事業としては本製品を基幹製品の一つと

して展開する構想を立てております。こうした状況において当社とインフラレデックス社とで協議を

行った結果、当社グループがインフラレデックス社を子会社とし、グループとして本事業を遂行するの

が最善との結論に至りました。そして、当社グループの一貫した経営方針の下で、中長期的な視点から

迅速かつ機動的な意思決定を可能とするためには完全子会社化を図るのが望ましいと考え、今回の決定

を行いました。 

現在当社は、医療機器事業においては透析関連、一般ディスポーザブル製品と並んでバスキュラー関

連の製品を次なる柱として育成する方針であり、2020 年度には本分野の製品で 300 億円以上の事業規

模に成長することを目標としております。今回のインフラレデックス社の子会社化により、「TVC イメー

ジングシステム」の日本国内での展開を確固たるものとすると同時に、海外における販売網の構築も視

野に入れて更なる拡大を目指し、目標の達成を確実にしてまいります。 



２．株式の取得の方法 

  Nipro Vascular USA Corporation とインフラレデックス社とを、インフラレデックス社を存続会社とし

て合併させ、インフラレデックス社株主には合併の対価として現金を交付する現金交付合併の手法を採用い

たします。現金交付合併の結果、インフラレデックス社はGoodman USA, Inc.の完全子会社となります。 

 

〈本件スキーム図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．異動する子会社（インフラレデックス社：存続会社）の概要 

（１）名       称 インフラレデックス, Inc. (Infraredx, Inc.) 

（２）所   在   地 米国マサチューセッツ州バーリントン 

（３）代   表   者 Jason Bottiglieri 

（４）事   業   内   容 医療機器の開発・製造・販売 

（５）資   本   金 84,911.30 USドル 

（６）設  立  年  月  日 1999年11月16日 

（７）大株主および 

持株比率 

ニプロ株式会社 25.06 ％ 

Sanderling Group  21.31 ％ 

Eastwood Capital Corp. 13.21 ％ 

Black Mountain Ventures Group  10.32 ％ 

Intrepid Maritime, LLC. 4.44 ％ 
 

（８）当社と当該会社との

間の関係 

資本関係 上記（７）の通り出資をしております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社は当該会社と国際販売契約を締結し、日本におけるTVC 

イメージングシステムの独占販売権を取得しております。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成24年12月期 平成25年12月期 平成26年12月期 

純 資 産 △26,566千USドル △33,167千USドル △72.853千USドル 

総 資 産 16,770千USドル 35,173千USドル 34,486千USドル 

１ 株 当 た り 純 資 産 △0.18 USドル △0.17 USドル △0.35 USドル 

売 上 高 2,637千USドル 2,682千USドル 5,046千USドル 

営 業 利 益 △19,575千USドル △23,948千USドル △31,250千USドル 

当 期 純 利 益 △21,799千USドル △32,062千USドル △46,193千USドル 

１株当たり当期純利益 △0.15 USドル △0.17 USドル △0.22 USドル 

１ 株 当 た り 配 当 金 － － － 

 

②現金支払 

（存続会社） 

合併契約 

 

Goodman USA, Inc. 

Nipro Vascular USA 

Corporation 

(設立新会社) 

インフラレデックス社 

株主 

インフラレデックス社 

（合併前） 

①100％子会社 

（消滅会社） 

③株主の権利 

を喪失 

④存続会社の 

株式に転換 

 

Goodman USA, Inc. 

インフラレデックス社 

（合併後） 

合併後のインフラ
レデックス社の 
株式100％を取得 



４．異動する子会社（Nipro Vascular USA Corporation： 消滅会社）の概要 

（１）名       称 Nipro Vascular USA Corporation 

（２）所   在   地 米国カリフォルニア州サンフランシスコ 

（３）代   表   者 余語岳仁 

（４）事   業   内   容 合併準備会社 

（５）資   本   金 5.00 USドル 

（６）設  立  年  月  日 2015年６月10日 

（７）大株主および 

持株比率 

Goodman USA, Inc.      100.00％ 

 

５．株式取得の相手先の概要 

  インフラレデックス社には現在、会社および個人約210名が株主として登録されています。今回の子会社

化に当たっては、２．に記載の通り現金交付合併の手法を採用しています。すなわち、合併にあたって現在

のインフラレデックス社の発行済株式は全て無効化し、代わりに各株主はインフラレデックス社から株式数

に対応した現金を受給する権利を取得します。この取引形態において当社は各株主について詳細を把握して

おりませんので、開示を控えさせていただきます。なお、当社と株主である会社および個人との間には記載

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

６．合併前後の所有株式の状況 

（１）合併前の所有株式数 5,548,765株 (議決権の数： 5,548,765個) 

（議決権所有割合： 25.06％） 

（２）異 動 株 式 数 消滅株式 △5,548,765株 

新規取得株式 50株 

（３）取 得 関 連 費 用 株式取得費用、合併に伴うインフラレデックスの借入金等返済費用 

59百万USドル（70.8億円） 

合併に伴うアドバイザリー費用等 

（概算額） 2百万USドル（2.4億円） 

合計（概算額）61百万USドル(73.2億円） 

（４）合併後の所有株式数 50株（議決権の数： 50個） 

（議決権所有割合： 100％） 

 

７．日程 

当社取締役会決議     2015年9月4日 

合併契約締結日      2015年9月4日 

合併効力発生日      2015年10月1日（予定） 

 

８．今後の見通し 

本件による当社の連結業績に与える影響は現在精査中であり、判明次第お知らせします。 

以 上 


